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教員の資質能力向上に関する調査研究

－教員に求められる資質能力の明確化とその伸長策具体化の視点－

《研究の概要》

本調査研究は「群馬の教員の資質能力向上」を目指し、教員の資質能力向上に関する各

種答申や文献、県内教員の意識、総合教育センター研修講座及び市町村教育研究所主催の

、 。 、研修の実態等を調査し 教員の資質能力伸長策の視点を提言するものである 具体的には

群馬の教員に求められる資質能力を明らかにし、さらに学校及び総合教育センターなどの

研修機関における資質能力の伸長策を具体化する視点を明らかにした。

Ⅰ 今、教員に求められる資質能力

本県の教職員研修は 「ぐんま教職員ステージ、

アップシステム」に基づいて実施されている。こ

れは、平成13・14年度に設置した「教員の資質向

上を考える懇談会」において県内有識者や学校現

場からの意見を受けて構築され、平成15年度から

導入されている。その後、平成17年度の総合教育

センター改革に伴い、一部見直しを行った。

今日、特色ある学校づくりや信頼される教員が

強く求められている。こうした中、学校評価シス

テムによって、各学校は羅針盤を作成し、内外の

評価を経て、その情報を積極的に公表・報告する

などして、保護者や地域住民と連携・協力しなが

ら教育の質の向上を図っている。

また、新しい人事評価制度の導入によって、一

人一人の教員が目標管理と業績評価を行いなが

ら、職能成長や能力開発を図ったり、自己啓発の

促進を図ったりするのである。

その他、優秀教員の表彰等の取組や県立学校教

員人事希望表明制度、いわゆる指導力不足教員に

対する継続的な指導・研修の取組などもある。さ

らに 「今後の教員養成・免許制度のあり方につ、

いて（答申 （平成18年７月、中央教育審議会））」

、 。を受け 教員免許更新制の具体的な検討も始まる

これらの取組は、平成17年10月26日、中央教育

審議会の「新しい時代の義務教育を創造する（答

申 」で示された、新しい義務教育の姿を具現化）

することにつながるものである。すなわち 「学、

校力」を強化し 「教師力」を強化し、それを通、

じて、児童生徒の「人間力」を豊かに育てること

を目指すのである。この視点は、義務教育の延長

線上に位置付く高校教育においても同様であると

考える。

このように見てくると、教員が主体的に自らの

資質能力の向上を図ることが一層強く求められて

いることが分かる。そして、教員の資質能力の向

上を支える研修機会をどのように創造するのか
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や、教員の資質能力の伸長策をどのように具体化

するのかなどの視点を明らかにすることは重要で

ある。

しかし、多忙感の強い学校現場の状況から、

「 教員のゆとり確保』のための調査研究 （平『 」

成18年３月、群馬県教育委員会）では、教員のゆ

とり確保のために、会議・研修等の見直しを求め

ている。このことは、総合教育センターなどの研

修機関に対しては、研修内容や方法をさらに精査

し、効率的・効果的な研修の提供を迫るものであ

る。また、学校に対しては、学校評価システムや

新しい人事評価制度を視野に入れ、職務と資質能

力の関係を踏まえたＯＪＴ（On the Job Training

職場研修、実地研修）が十分に機能するような

工夫を強く求めるものである。

、 、そこで 新しい時代の教育を創造する視点から

現在求められている教員の資質能力を明らかに

し、学校や研修機関における資質能力の伸長策を

具体化するため、教員の資質能力向上に関する調

、 。査研究を行い 前ページ図１のとおり提言したい

Ⅱ 群馬の教員に求められる資質能力

あるべき教員像やその要素、教員の資質能力の

規定は諸説ある。特に教員に求められる資質能力

の到達目標は曖昧である。

そこで、本研究を進めるにあたり 「ぐんま教、

職員ステージアップシステム」で掲げる資質能力

を基に改めて教員の資質能力をとらえた。

１ 「ぐんま教職員ステージアップシステム」で掲げ

る教員の資質能力

「 」 、ぐんま教職員ステージアップシステム では

、「 、教員の資質能力として 教育課程企画経営能力

マネジメント能力、継続的な自己教育力、危機管

理能力、変化に対応できる適応力、処理能力、課

題解決能力、教科等の知識・技能、確かな実践的

指導力・高い専門性、児童生徒に対する深い教育

的愛情、豊かな人間性・社会性、対人関係能力、

コミュニケーション能力、倫理観・使命感、協調

性、協力性」を掲げている。

２ 「新しい時代の義務教育を創造する（答申）」（平

成17年10月、中央教育審議会）で示された資質能力

答申では 「人間は教育によってつくられると、

言われるが、その教育の成否は教師にかかってい

ると言っても過言ではない。国民が求める学校教

育を実現するためには、子どもたちや保護者はも

とより、広く社会から尊敬され、信頼される質の

。」高い教師を養成・確保することが不可欠である

、 。とし 優れた教員の条件を次のように示している

教職に対する強い情熱

○教師の仕事に対する使命感や誇り

○子どもに対する愛情や責任感

○常に学び続ける向上心 など

教育の専門家としての確かな力量

○子ども理解力

○児童・生徒指導力

○集団指導の力

○学級作りの力

○学習指導・授業作りの力

○教材解釈の力 など

総合的な人間力

○豊かな人間性や社会性

○常識と教養

○礼儀作法をはじめ対人関係能力

○コミュニケーション能力

○ など教職員全体と同僚として協力していくこと

３ 本研究における教員の資質能力

本研究では 「新しい時代の義務教育を創造す、

る（答申 （平成17年10月、中央教育審議会））」

を踏まえ、教員に求められる資質能力を 「Ⅰ教、

職に対する強い情熱 「Ⅱ教員としての専門的」、

力量 「Ⅲ総合的な人間力」を３本の柱とし、」、

その要素を15資質能力ととらえた。(表１)

これは 「群馬県教育委員会が求める教師 （群、 」

馬県教育委員会）や 「養成と採用・研修との連、

携の円滑化について（第３次答申 （平成11年12）」

月、教育職員養成審議会 、さらには各都道府県）

教育委員会が公表している「求める教師像」につ

いて比較調査し考察したものである。

Ⅲ 学校における職務を通した資質能力の向上

１ 基本的な考え方

(1) 学校におけるＯＪＴの可能性と問題点

「教師は現場で成長する」と言われるように、

従来から校内研修や校内研究と称される研修機会

は重視されきた。学校におけるＯＪＴの特徴は、

①実務能力、職務遂行能力を向上させるための実

践的教育である、②個人の意欲や能力に応じた個
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表１ 群馬の教員に求めら れる15資質能力

Ⅰ教職に対する強い情熱

（教員の仕事の重要性を自覚し、その自覚に基づいて行動しようとする意識）①強い使命感

（教育者として誰からも信頼される正しい行動意識）②高い倫理観

（児童生徒一人一人の成長を深く願う心情）③教育的愛情

（教員として常に向上しようとする意欲・態度）④継続的な向上心

Ⅱ教員としての専門的力量
（児童生徒の実態や発達について理解する力）⑤児童生徒理解力

児童生徒が分かる授業をつくるための指導技術）⑥学習指導力（

（児童生徒の心を育てる力）⑦生徒指導力

（児童生徒一人一人の力を伸ばす経営を行う力）⑧マネジメント能力

（指導上の課題を解決したり、新しい教育課題に適切に対応する力）⑨課題解決能力

（安全で平穏な学校生活を守る力）⑩危機管理能力

Ⅲ総合的な人間力

（人間として・教師として望ましい有り様）⑪豊かな人間性

（社会の常識や教養をわきまえて行動しようとする意識）⑫常識・教養

（力を合わせ、互いに助け合おうとする意識）⑬協調性・協力性

（他人との関係を円滑に築き、信頼関係を構築する力）⑭対人関係能力

（相手の思いを正しく受け止め、自分の思いを適切に伝える力）⑮コミュニケーション能力

性尊重の教育である、③必要な場面で必要な人に

必要な量だけを教育する、④職場や業務に独特の

知識や技能を伝承し改善・向上させる、などとと

らえることができる。

しかし、学校におけるＯＪＴを実施する上での

問題点も指摘されている。例えば、①教員全体の

参加を保証する時間的なゆとりが十分ではない、

②価値観の多様化に伴い教員の共通理解が得にく

く意欲が高まらない、③「鍋ぶた構造の組織」と

言われるように指導者となる教員が多くなく研修

や研究の推進が円滑に行われない、などである。

このようなことから、校内研修担当者を対象と

する研修では、教員の研修意欲を高め効率的・効

果的に校内研修を推進する工夫が協議されてい

る。また、管理職が学校におけるＯＪＴ推進のリ

ーダーとしてどのようにかかわるのかや校務分掌

の工夫、いわゆるミドルリーダーの養成や具体的

な取組にかかわる研修や研究も進められている。

こうした中、本調査研究では 「鍋ぶた構造の、

組織」のよさを生かし、特別な研修場面に限定せ

ずに、いつでも、誰でも、どこでも教員の資質能

力を向上させる取組として 「学校における職務、

を通した資質能力の向上」という視点に着目し、

研究を進めることにした。

(2) 学校における職務とそれを支える資質能力

ア 学校における職務

教諭の職務について、新しい人事評価にかかわ
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る「教職員人事評価の手引 （平成18年3月、群」

馬県教育委員会）では、次のように示している。

① 学習指導（教科指導、道徳指導、総合的

〈 〉）な学習の時間の指導 研究・研修も含む

② 学習外の指導（特別活動（学級活動、児

童会活動、生徒会活動、クラブ活動、学校

行事 、生徒指導、進路指導、部活動指導）

〈研究・研修も含む ）〉

③ 学校運営（学級・学年経営、校務分掌、

保護者や地域住民との連携〈研究・研修も

含む ）〉

④ 周囲の教職員への支援・協力

本研究では、学校における職務を通した資質能

、 、力の向上の視点から 職種ごとの職務分類を基に

中心的な職務場面を考慮し、以下の７つに分類し

て考えることとした。

（ア）学習指導 （イ）学校行事

（ウ）生徒指導 （エ）学年・学級経営

（オ）会議 （カ）校内研修

（キ）保護者・地域住民との連携

イ 職務と資質能力の関係

教員の中心となる職務は学習指導である。例え

ば、学習指導を遂行するためには 「学習指導力、

（児童生徒が分かる授業をつくるための指導技

術 」が大きくかかわっている。また、児童生徒）

の実態をとらえ学習指導を充実させるためには、

「児童生徒理解力（児童生徒の実態や発達につい

て理解する力 」が必要である。あるいは 「教） 、

育的愛情（児童生徒一人一人の成長を深く願う心

情 」や「強い使命感（教員の仕事の重要性を自）

覚し、その自覚に基づいて行動しようとする意

識 「継続的な向上心（教師として常に向上し）」、

ようとする意欲・態度 」も関与している。）

もちろん、教員の職務には15資質能力のすべて

がかかわっているのであるが、職務を通して資質

能力の向上を図るには、職務に応じた中心となる

資質能力をとらえることは重要であると考える。

(3) 一日の職務で育つ資質能力

教員の一日の職務を通して、具体的な教育活動

に伴い、どのような資質能力の伸長が可能なのか

を考察した （表２参照）。

ここで留意したことは、以下の点である。

① 職務や具体的な教育活動に伴う資質能力をで

きるだけ限定的にとらえる。

② 一日の職務の流れを踏まえて具体的な教育活

動を列挙する。

③ 職務や具体的な教育活動と資質能力の向上の

かかわりができるだけ明確になるようにする。

図２ 職務と資質能力の関係

表２ 教師は現場で成長する！学校の１日の職務で育つ資質能力（例）

教育活動 伸 長 さ れ る 観 点職務 身に付く資質能力

学 授 業 強い使命感 児童生徒が意欲的に学習に取り組んだり、学習能力が向上したりする場面を

習 通して、教員としての職責の重さややりがいを感じることができる。

指 教育的愛情 児童生徒のよさを把握し、一人一人が活躍できるよう、指導内容や方法を工

導 夫することを通して、児童生徒を大切にした「分かる授業」の推進に取り組

むことができる。

学習指導力 児童生徒の実態に応じた適切な指導計画の作成、個に応じた分かりやすい学

習活動の展開、的確な評価に基づいた指導の改善により、授業力を向上させ

ることができる。

児童生徒理解力 児童生徒のものの見方や考え方、各教科領域における興味・関心、思考力、

技能・表現、知識・理解などの能力について理解することができる。

継続的な向上心 児童生徒の、生き生きとした活動や分かったときの喜び、できないことがで

きるようになった時の充実感などに触れ、さらに指導力を向上させようとい

う気持ちになることができる。
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学 儀式以外 児童生徒理解力 学校行事における様々な活動を通して、児童生徒のもつよさや得意分野、多

校 の各学校 面的な能力について理解することができる。

行 行事 生徒指導力 学校行事における様々な場面に応じて、児童生徒一人一人に必要な指導につ

、 。事 いて考え 適切な指導を適切なタイミングで行う能力を高めることができる

協調性・協力性 同僚と一緒に学校行事の準備・運営を行う上で協調・協力することにより、

質の高い教育実践を行い、指導の成果を実感できることや、仕事の負担感が

軽減されることを理解することができる。

儀式的行 常識・教養 来賓や地域の方々など、外部の人とのかかわりを通して、社会人としての接

事 遇について自分の振る舞いをふり返ることができる。

対人関係能力 来賓や地域の方々など、外部の人とのかかわりを通して、挨拶、会釈、お辞

儀など、礼儀作法について考え、ふり返ることを通して正しい方法を身につ

けることができる。

生 授 業 生徒指導力 授業中に、児童生徒の自己存在感を育成したり、共感的な人間関係を育成し

徒 たり、自己決定の場を与えたりするような展開を工夫する力を伸ばすことが

指 できる。

導 給 食 児童生徒理解力 児童生徒の仕事への取組を、共に活動しながら観察することを通して、一人

清掃指導 一人の仕事を処理する能力や、仕事に取り組む意欲について理解することが

等 できる。

生徒指導力 仕事の大切さを理解させ、児童生徒が自ら仕事に取り組めるように指導する

場面において、生徒指導力の向上を図ることができる。

学 朝の会 児童生徒理解力 連絡帳による家庭からの連絡や一日の感想の発表などを通して、児童生徒の

年 帰りの会 前日の家庭での様子やその日の学校での出来事、思っていることや考えてい

・ ることについて理解することができる。

、 、 、学 休み時間 児童生徒理解力 児童生徒の過ごし方を観察することを通して 友人関係や 興味のあるもの

級 運動能力など子どもを広く理解することができる。

経 学年会議 マネジメント能力 学年・学級経営について、組織マネジメントの手法を活用し教師間で話し合

営 空き時間 ったり、管理職や主任から助言されたりして、自分の経営について見直した

など りすることができる。

生活全般 対人関係能力 児童生徒と思いやりの心をもつて接することにより、良好な人間関係を築く

ことができる。

会 職員会議 強い使命感 管理職や主任から教育公務員としての職責の重さについての話を聞いたり、

議 学年会議 自分の考えを話したりすることを通して、仕事への強い思いをもつことがで

きる。

継続的な向上心 様々な職務にかかわる話し合いを通して各自の役割を理解すると共に、他の

教員から学ぶ姿勢をもつことができる。

課題解決能力 様々な議題に対する意見交換から、自分の指導を常にふり返り、課題を見い

だし、管理職や同僚の助言をもとに解決を図ることができる。

豊かな人間性 様々な話し合いを通して、管理職や同僚の多様な人間性に触れ、人間性を高

めることができる。

コミュニケーショ 児童生徒の話を受容的に聞いたり、実態に応じて適切に話したりする方法を

ン能力 管理職や主任・同僚の助言から学び、実際の指導に活用することができる。

校 校内研修 継続的な向上心 様々な研修を通して、指導力が向上する喜びを感じるとともに、さらに指導

内 力を向上させ、よりよい指導を行おうという意欲をもつことができる。

研 教育的愛情 人権教育にかかわる研修などをもとに、児童生徒一人一人の人権に配慮した

修 言動をとることができる。
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学習指導力 研究授業や指導案検討、授業研究会や様々な指導法の研究会などを通して、

理論と実践を結びつけた指導力の向上を図ることができる。

マネジメント能力 組織マネジメントなどについての基本的な理論や手法を学び、有効な経営の

方法を身に付けることができる。

課題解決能力 社会や子どもの変化から生じる新しい教育課題に関しての研修を通して、適

切に対応していく力を身に付けることができる。

危機管理能力 学級、学校、地域社会などのあらゆる場面における危機管理について学び、

適切に対処する方法を身に付けることができる。

常識・教養 ＰＴＡセミナーなどの講演会や、校内研修における外部講師を活用した「マ

ナーアップ研修会」などを通して、一般常識を身に付けたり教養を高めたり

することができる。

保 家庭訪問 強い使命感 保護者の子どもへの愛情と、学校・教師への信頼や強い期待を感じることを

護 保護者会 通して、職責の重さを理解することができる。

者 教育相談 協調性・協力性 積極的にＰＴＡ活動に参加することを通して、子どものよりよい成長のため

・ など に、家庭や地域と協力しようとする意欲や態度を養うことができる。

地 生徒指導力 教育相談の基本的技能（傾聴、受容、繰り返し、感情の反射・明確化）を身

域 に付け、相談者の気持ちに寄り添う教育相談を行うことができる。

住 危機管理能力 保護者からの様々な訴えに対して、管理職や主任と連絡を取りながら、適切

民 に対処し、信頼を得ることができる。

と 豊かな人間性 教員以外の方々と積極的にかかわりをもつことを通して、多様な人間性に触

の れ、自分の人間性の幅を広げることができる。

連 対人関係能力 正しい礼儀や言葉遣い・身だしなみ等を意識して保護者と接することを通し

携 て、信頼関係の構築に役立つことを理解することができる。

コミュニケーショ 保護者との様々な対話の中で、相手の立場を尊重して話を聞いたり、自分の

ン能力 考えを論理的に伝えたりする力を身に付けることができる。

２ 教員の資質能力向上の意識

教員の資質能力向上にかかわり、教員がどのよ

うに意識しているのかについて、県内教員への調

査を行った。

① ねらい

教員の資質能力向上にかかわり、以下の２点

について、教員の意識をとらえる。

○ 教員の職務を充実させるために必要な資質

能力は何か。

○ 学校において、教員の資質能力の向上を図

る手だては何か。

② 調査方法と調査対象

○ 聞き取り調査 13名

県内小中学校の校長、教頭、教務主任、学年

主任、生徒指導主事、校内研修主任

○ アンケート調査 109名

（ ）、県内小中学校の一般教諭 各種主任を含む

センター長期研修員、特別研修員

・ 校種別比率（小学校52％、中学校48％）

・ 男女別比率（男性63％、女性37％）

（ 、 ）・ 年齢別比率 40才以上60％ 40才未満40％

③ 調査時期

○ 聞き取り調査 平成18年11月

○ アンケート調査 平成18年12月

今回のアンケート調査は、総合教育センター研

修員を中心とした県内教員に行った。調査対象と

しては少数であり、限定的ではあるが、十数年の

教員経験において、自らの資質能力向上の経緯を

振り返ることが可能な教員である。したがって、

これらの調査対象から得られる調査結果は、群馬

の教員の「学校における職務を通した資質能力の

伸長策」についての具体的な視点を提言すること

が可能であると考えた。

(1) 職務と資質能力の関係

ア 職務に必要な資質能力

各職務ごとに求められる資質能力を、県内教員

に各自の言葉（自由記述）で記入してもらった。
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そして、その結果を「センター15資質能力」に当

てはめ集計した。図３は、７つの職務分類のうち

一例として「学年･学級経営」を充実させるため

に必要な資質能力を、図４は、７つの職務ごとに

必要な資質能力を合計したものである。

図３ ７つの職務別結果より学年･学級経営を充

実させるために必要な資質能力を例示したもの

７つの職務全体を充実させるために必要な資質能力図４

図３から 「学年･学級経営」にかかわる中心、

的な資質能力を「マネジメント能力 「児童生徒」

理解力 「協調性･協力性」などとする教員の意」

識が明らかになった。同様に、他の職務にかかわ

る中心的な資質能力が明らかになった。(次ペー

ジ表３参照)

図４から、県内の教員はすべての職務を充実さ

せるために、今回掲げたほとんどの資質能力を必

要としていることが分かった。

なお 「高い倫理観」については回答がほとん、

どなかった。これは職務を充実させる上で直接必

要な資質能力というとらえがされなかったためで

あろうが、教員に必要な資質能力であることは明

らかである。

学年・学級経営
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イ 教員の置かれた状況と求める資質能力

、 「 （ ）、次に 調査対象を 校種別 小学校・中学校

（ ）、 （ 、 ）」性別 男・女 年齢別 40才以上 40才未満

に分け、７つの職務ごとに分析した。図５は、項

目別分析のうち「学年・学級経営を充実させる資

質能力（年齢別比較 」を例示したものである。）

学年･学級経営を充実させるために必要な資質能力（年齢比較）図５

図５からは、以下の２点が特徴として伺えた。

○ 40才以上の教員は、自らが学年主任として学

年・学級経営のリーダー的存在であることが多

、 、く 学年組織の運営にかかわる関心が高くなり

学年・学級経営を充実させるためには 「マネ、

ジメント能力」の向上が必要であると考えてい

る割合が高い。

○ 40才未満の教員は、学年スタッフとして学年

主任の指導・助言を得ながら学年経営への参画

や学級経営にかかわる関心が高くなり、学年･

学級経営を充実させるためには 「児童生徒理、

解力」の向上が必要であると考えている割合が

高い。

、 、このように 個々の教員の置かれた状況により

必要と考える資質能力が異なってくることが、確

かめられた。つまり、個々の教員の置かれた状況

により、向上が期待される資質能力も異なるとい

うことになる。

以上のことから、学校においては、本研究で掲

げた資質能力を、各自の置かれた状況にあわせバ

ランスよく向上させていくことが必要になる。

以下その他の職務についても、教員の置かれた

状況別の分析をした結果を次ページ表３に示す。
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表３ 学校における職務を充実させる中心的な資質能力、及び教員の置かれた状況別分析結果

職 務 教員の置かれた状況別分析で見られた特徴職務を充実させる中心的な資質能力

「学習指導力」 ○ 「女性教員」は「男性教員」に比べ 「学習指導力」の必学習指導 、

「児童生徒理解力」 要性を強く感じている傾向が見られる。

「継続的な向上心」 ○ 「小学校教員」は「中学校教員」に比べ 「学習指導力」、

「強い使命感」 の必要性を強く感じている傾向が見られる。

「マネジメント能力」 ○ 「女性教員」は「男性教員」に比べ 「生徒指導力」の必学校行事 、

「生徒指導力」 要性を強く感じている傾向が見られる。

「協調性･協力性」

「児童生徒理解力」

「児童生徒理解力」 ○ 「40才未満の教員」は「40才以上の教員」に比べ 「児童生徒指導 、

「生徒指導力」 生徒理解力」や「生徒指導力」の必要性を強く感じている傾

「協調性・協力性」 向が見られる。

「対人関係能力」

「 」コミュニケーション能力

「マネジメント能力」 ○ 「40才未満の教員」は「40才以上の教員」に比べ 「児童学 年 ･ 学 、

「児童生徒理解力」 生徒理解力」の必要性を強く感じている傾向が見られる。級経営

「協調性・協力性」 ○ 「40才以上の教員」は「40才未満の教員」に比べ 「マネ、

「生徒指導力」 ジメント能力」の必要性を強く感じている傾向が見られる。

「マネジメント能力」 ○ 女性教員 は 男性教員 に比べ 協調性・協力性 対会議 「 」 「 」 、「 」「

人関係能力 「コミュニケーション能力」の必要性を強く感（ 職 員 ・ 「 」コミュニケーション能力 」

「協調性・協力性」 じている傾向が見られる。学年）

「課題解決能力」

「強い使命感」

「課題解決能力」 ○ 「小学校教員」は「中学校教員」に比べ 「向上心」や「マ校内研修 、

」 。「継続的な向上心」 ネジメント能力 の必要性を強く感じている傾向が見られる

「マネジメント能力」 ○ 「40未満の教員」は「40以上の教員」に比べ 「課題解決、

「強い使命感」 能力」の必要性を強く感じている傾向が見られる。

○ 「女性教員」は「男性教員」に比べ 「協調性・協力性」保 護 者 ・ 「 」コミュニケーション能力 、

「対人関係能力」 や「対人関係能力」の必要性を強く感じている傾向が見られ地域住民

「協調性・協力性」 る。との連携

「強い使命感」 ○ 「40才未満の教員」は「40才以上の教員」に比べ 「コミ、

ュニケーション能力」の必要性を強く感じている傾向が見ら

れる。

(2) 資質能力向上の手だて

各資質能力を向上させる手だてについても県内

教員に意識調査を行った 「過去に資質能力が向。

上したと実感したときの経験」をアンケート調査

し、各資質能力の向上を実感したときの手だてを

集計したところ、図６に示すとおり11の内容にま

とめられた。

、 、図６より 資質能力の向上を実感するときには

「日々の職務経験から自己啓発」や「主任や同僚

からの助言」が効果的であることも分かった。ま

た 「各種研修会参加」については 「Ⅱ教員と、 、

しての専門的力量」に属する資質能力の向上に成

果をあげていることも分かった。

図６ 各資質能力を向上させる手だて
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次に、各資質能力別に集計した結果のうち、学

。（ ）習指導力を校種別分析した図を例示する 図７

図７ 学習指導力を向上させる手だて（校種別）

「校内研修」については、図６の全資質能力を

平均化したデータでは低い値を示したが、資質能

力を「学習指導力」に限定して校種別に集計した

結果（図７）を見ると、小学校教員を中心に「学

習指導力」の向上に「校内研修」が効果的である

という結果も出ている。

このように個々の教員の置かれた状況により、

資質能力向上のための手だても異なってくること

を考えていく必要がある。
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％）数の割合（

次に、ここにあげた11の手だてをさらに大きく

４つにまとめ、以下のＡ～Ｄに位置付けた。

Ａ：周囲の教員とのかかわりによる向上

（実践に触れる・助言される）

Ｂ：各自の職務経験による自発的向上

（役割分担を任される）

（校内研修を含む）Ｃ：各種研修による向上

（人生経験を含む）Ｄ：自己研修による向上

、 、前ページ図６より 教員の資質能力の向上には

Ａ 周囲の教員とのかかわりによる向上 とＢ 各「 」 「

自の職務経験による自発的向上」の２つが相対的

に高い値を示した。

したがってアンケート結果が示すように、職務

経験にプラスする形で 「周囲の教員がうまくか、

かわる」ことが、教員の資質能力の向上には大切

であると言える。

３ 資質能力向上に役立つ資料集の作成

本研究の一部である「学校における職務を通し

た資質能力の向上」を各学校に分かりやすく示す

ために、資料集「教員の資質能力の向上」を作成

した （図８参照）。

図８ 資料集「教員の資質能力の向上」の一部
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教員が読むことで周

囲の教員の働きかけ

の意味が分かります

※注１

各資質能力の定義を

表しました。

※注２

資質能力の向上を図

ることが可能な職務

を２つずつ例示しま

した。

※注３

職務を遂行しながら

本人が取り組む内容

。を端的に表しました
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Ⅳ 総合教育センターなどにおける研修を通した資

質能力の向上

１ 総合教育センターにおける資質能力別研修時間

総合教育センターにおける研修講座について、

どのような資質能力の向上を目指した研修がどの

位の時間実施されたかを調査した。

総合教育センターにおける研修講座では、講義

や演習、協議など、一日が複数の研修によって構

成され、さらにこれが複数日にわたって行われる

ことがある。

本調査では、各研修講座の研修について、主な

資質能力を一つ割り当てることによって、各資質

能力の向上に費やした研修時間を調査した。

集計・分析した結果は以下のとおりである。

図９ 群馬県総合教育センター研修講座の資質能力別時間集計結果

群馬県総合教育センター
平成18年度研修講座　資質能力別研修時間
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２ 市町村教育研究所における資質能力別研修件

数

市町村教育研究所の協力をいただき、研修実施

要項や研究紀要、研修時の資料などをご提供いた

だいた。これを基に、どのような資質能力の向上

を目指した研修が何件実施されたかを分析した結

果は、以下のとおりである。

図10 市町村教育研究所主催研修の資質能力別件数集計結果
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３ 研修機関における研修講座の比較

(1) 総合教育センターと市町村教育研究所の共通

する傾向

総合教育センターと市町村教育研究所主催の研

修講座における共通する傾向は以下のとおりであ

る。

（ 、○ Ⅱ教員としての専門的力量 児童生徒理解力

学習指導力、生徒指導力、マネジメント能力、

課題解決能力、危機管理能力）にかかわる研修

時間や件数が多く、これらを重視している。

○ 協調性・協力性、対人関係能力、コミュニケ

ーション能力などは、協議や演習など、研修形

態の工夫によってその向上を図っている。

(2) 市町村教育研究所の特徴的な傾向

市町村教育研究所主催の研修講座にのみ見られ

る特徴的な傾向をあげると以下のとおりである。

○ 管理職や中堅教員、各種主任などを対象とし、

地域の特色や実態に応じて、マネジメント能力や

危機管理能力にかかわる研修を多数行っている。

○ 教育相談技術など、生徒指導力にかかわる研

修を多数行っている。

Ⅴ 教員の資質能力向上のための提言と課題

１ 教員の資質能力の伸長策

(1) 学校における職務を通した資質能力の向上

本研究により、学校における各職務を通して向

上する資質能力が明らかになった。また、その資

質能力は、個々の教員の置かれた状況によっても

異なることや、職務を資質能力の向上につなげる

ポイントとして、周囲の教員の効果的なかかわり

が大切であることも明らかになった。

そこで、各学校においては、職務と教員の資質

能力とのかかわりを踏まえ、個々の教員が職務遂

行に伴う資質能力の向上を自覚し、いつでも、誰

でも、どこでも教員の資質能力の向上を図るよう

にかかわることが重要である。その際、各学校の

実態に応じて、資料集「教員の資質能力の向上」

を活用していただきたい。

(2) 総合教育センターなどにおける研修を通した

資質能力の向上

従来、総合教育センターなどにおける研修講座

では 「職務」の充実に視点が置かれ、その職務、

を支える「資質能力」との関連を踏まえた研修の

構想・実施は十分ではなかった。例えば、学習指

導の充実を図りたいと考えている教員が研修講座

を受講しても、その講座が、学習指導力（各教科

の指導技術）の向上をねらったものなのか、各教

科における児童生徒理解力の向上をねらったもの

なのか、受講者には明確ではない点があった。

そこで、総合教育センターなどの研修機関にお

いては、どのような研修内容を、どのような研修

方法で研修することによって、どの資質能力の向

上を図るのかを明確にして、研修を企画・実施す

ることが重要である。また、研修実績に基づく各

資質能力別の研修バランスを検討していくことが

求められる。さらに、各資質能力を高めたいと考

えている教員向けに、具体的な職務とのかかわり

を踏まえ、どの資質能力の向上を目指した研修な

のかを明示していく必要があると考える。

図11 総合教育センター研修講座（教育実践基礎講座）における資質能力別分析の一例
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２ 今後、さらに明らかにしていくべき課題

(1) 学校では

○ 個々の教員が自らの課題に基づく明確な目的意

識をもてるように、新しい人事評価制度や日々の

職務に伴う周囲の教職員からの評価情報を得るシ

ステムなど、ＯＪＴの効果的な進め方や管理職の

かかわり方について考察する必要がある。

(2) 総合教育センターなどでは

○ 学校や教員の要望の把握とそれに応じた研修

講座の企画など、学校における研修を支援する

研修講座について考察する必要がある。

○ 各研修機関が共通で取り上げる資質能力と各

研修機関の特性を生かして取り上げる資質能力

の明確化など、研修機関相互の連携について考

察する必要がある。

【教職員研修 調査研究 資質能力 ＯＪＴ

研修機関】
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